
地方創生臨時交付金の活用事業新型コロナウイルス感染症対応

経済活動の回復

地域経済を立て直します

感染拡大の防止

地域の命を守ります

雇用の維持と
　　　　　　事業の継続
暮らしを支え、守りきります

強靭な
　　経済構造の構築
感染症に強い地域経済を
構築します

■交通企画事業（タクシー運営支援事業）　300万円
　（公共交通機関維持のための支援）

■プロモーション映像制作事業　404万円
　（特産品・まちのＰＲ映像制作）

■農作業省力化機械導入支援事業　489万円
　（省力化機械導入支援及び農林水産省事業に上乗せ支援）

■漁協経営継続緊急支援事業　50万円
　（大型魚箱の導入支援）

■介護サービス等提供支援金給付事業　150万円
　（介護サービス事業所・施設への支援金給付）

■留守家庭児童育成事業　38万円
　（学校臨時休業に伴う学童保育の延長開設）

■農産物６次産業化等調査研究事業　440万円
　（新たな農産物導入と６次化産業検討業務委託）

■経営持続化支援金給付事業　3,210万円
　（売上減少事業者への支援金支給）

■中小企業特別融資対策事業　108万円
　（借入金無利子化の実施）

■檜山漁業者経営維持化安定対策事業　793万円
　（漁業者への支援金支給）

■公園環境整備事業　682万円
　（中世史跡公園の環境整備）

■避難所感染予防対策事業　2,089万円
　（避難所の感染予防対策物品の購入）
■防災備蓄庫整備事業　5,000万円
　（感染症対策物品・防災物品の備蓄施設整備）
■救命救急活動感染防止対策事業　666万円
　（救急隊員の感染予防対策物品の購入）
■救急隊員感染症防止強化事業　523万円
　（陽陰圧装置付搬送具・心臓マッサージ器の整備）
■消防庁舎環境整備事業　120万円
　（網戸設置、職員仮眠室の環境整備）
■健康づくりセンター感染症予防対策環境整備事業　213万円
　（施設内の感染症対策のための物品等の整備）
■町立診療所感染拡大防止対策事業　706万円
　（感染症対策のための機器整備）
■商工業者感染予防対策事業　281万円
　（商工業者へ感染予防物品を配布）
■スポーツセンターパネルスクリーン等購入事業　196万円
　（感染予防対策の物品購入）
■図書室機能拡充事業　150万円
　（図書室スペース拡充のための物品購入）
■非接触型対応を目指した文化財施設整備事業　14万円
　（感染予防物品の購入）
■修学旅行経費追加支援事業　97万円
　（３密対策のためバス１台借上）
■感染症対策のためのマスク等購入支援事業　9万円
　（学校の感染症対策消耗品の購入）
■学校再開に伴う感染症対策･学習保障等に係る支援事業　800万円
　（学校の感染症対策消耗品およびＩＴ機器整備）
■学校施設環境改善事業　4,237万円
　（トイレの洋式化・冷房設備導入実施設計の委託）

■キャッシュレス社会推進事業　226万円
　（チャージ機・ポイント交換機等の導入支援）

■テレビ会議システム整備事業　247万円
　（テレビ会議システムの整備及び庁舎改修）

■総合福祉センター遠隔会議等用回線整備事業　99万円
　（遠隔会議用インターネット環境の整備）

■地域消費拡大事業
　地域経済の活性化のため、町内の抽選券取扱
店での1,000円以上の買い物ごとに抽選券１枚
を配布し、町内の特産品が当たる抽選会を４回
行い、地域の消費喚起を図ります。

※詳細は16ページに記載しています

事業費　432万円

■感染症蔓延予防事業
  （インフルエンザ予防接種事業）
　インフルエンザと新型コロナウイルスの症状
は似ており、見分けることが困難であることから、
インフルエンザに感染した場合に重篤化する危
険性が高い６５歳以上等の定期接種者と中学３
年生以下の町民を対象にインフルエンザワクチ
ンの接種を無料化し、感染症の蔓延を防ぎます。

※詳細は12ページに記載しています。

事業費　308万円

■プレミアム付商品券発行事業
　町民の生活支援及び地域経済の維持・活性化
のため、町民1人につき1万8千円の商品券を上
ノ国町商工会を通じて配布し、地域の消費喚起
を図ります。

※詳細は13ページに記載しています

事業費　8,650万円

■新生児特別定額給付金給付事業
　国の施策である特別定額給付金の支給対象と
ならない令和２年４月２８日以降に生まれた子
どもの出産を支援し、子育てに要する費用の経
済的負担を軽減するため、新生児１人につき
１０万円を給付します。

※詳細は13ページに記載しています

事業費　200万円

■ＩＣＴ環境整備事業
　学校の臨時休業等の緊急時に、情報通信技術の
活用により児童生徒が家庭にいても遠隔学習が
できる環境が必要なため、インターネット回線の
整備や遠隔学習用のカメラ等を購入します。

事業費　4,288万円

続

す

築

　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金は、新型コロナウイルスの感染拡大を防止するとと もに、感染拡大の影響を受けている地域経済や住民生活を支援し地方創生を図るため、地方公共団体が地
域の実情に応じてきめ細やかに必要な事業を実施できるように、国が創設した交付金です。上ノ国町では この交付金を活用して、総事業費約３億６千万円の事業を展開し、町民の命を守り経済を立て直していき
ます。町民一丸となってこの難題を乗り越え、アフターコロナの新時代を生き抜くための「上ノ国スタイル」 を構築しましょう。今回はすべての交付金活用事業を一挙にご紹介します。
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